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■本件に対するお問合せ  
・株式会社アクトプロ　経営企画本部　広報部 
（TEL：03-3569-0280　FAX：03-3569-0281 ）  
・担当：上田　 　Mobile：090-3043-6063　　　　　　　　　　　 
Email：ueda.nok@actpro.co.jp 

 
 

報道関係者各位 

ビジネスパーソンの健康促進へ
「アクティブヘルスサーベイ」がリリース 

　株式会社アクトプロ子会社の株式会社スイッチが支援・プロデュースする健康状態
チェックツール「アクティブヘルスサーベイ」が11月1日、出版事業やアクティブヘル
ス領域のコンテンツ開発を手がける株式会社ビジネスライフ（クロスメディアグルー
プ）よりリリースされました。アクティブヘルスサーベイは組織改善サーベイ「ラフー
ルサーベイ」を提供する株式会社ラフールの協力で実現しました。

　会社員のメンタルヘルスチェックツールとして注目を集めるラフールサーベイのノウ
ハウをベースに開発、ビジネスパーソンのアクティブヘルス（健康促進）をテーマに事
業展開するビジネスライフ社の新サービスとして、企業と従業員のパフォーマンス向上
を目指します。

■ストレスチェックへの関心の高まり
　企業の従業員に対するストレスチェックが2015年に義務化され、メンタルヘルス対策
をする企業は61.4％と半数を超えています。しかし、メンタルヘルス対策をしている企
業でも「職場環境等の評価及び改善（ストレスチェック後の集団（部、課など）ごとの
分析を含む）」は 55.5％、「メンタルヘルス対策に関する問題点を解決するための計画
の策定と実施」は20.7％と従業員のメンタルヘルスに対する分析や効果的な対策の難し
さも浮き彫りになっています。
※参考：令和２年「労働安全衛生調査（実態調査）」の概況（厚労省）
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■健康促進への対策には課題も
ストレスチェックなど、何らかのメンタルヘルス対策を実施したことのある中小企業
109社に対してアンケート調査したところ、
「実施した結果を組織運営に役立てているか」について
役立てている・どちらかといえば役立てている　41.3%（45社）
役立てていない・どちらかといえば役立てていない　58.7%（64社）

役立てていない・どちらかといえば役立てていない理由としては、「活用方法がわから
ない」という回答がほとんどでした。
　（2021年10月、アクトプロ調べ、調査はインターネットと対面記入で実施）

■ビジネスパーソン一人ひとりが活用できるツールに
　従来のサーベイツールでは、組織の管理者が調査結果を見て組織運営に活用するのが
主流でした。アクティブヘルスサーベイでは、ラフール社のもと、調査に回答する社員
一人ひとりの行動変化を促すことに主眼を置いています。回答者が自身の結果を閲覧で
き、ストレス状況などに応じてメンタルやフィジカルの改善を提案する動画や記事を提
示するなど、利用する一人ひとりが結果をもとに行動できるようにしています。
　ビジネスパーソンが健康でいきいきと働くためのメディア運営やフィットネスジムを
運営するビジネスライフ社の事業との連携で相乗効果を狙います。

■アクトプロ・スイッチとしての取り組み
　アクトプロではコロナ禍において、企業の家賃や光熱費などの経費削減に取り組むコ
スト適正化事業や、テナントから撤退したい方と居抜き物件に出店したい方をマッチン
グする物件取引プラットフォームサービス「退去ナビ」などを通じて新型コロナウイル
スの影響で苦境に立たされた企業の経済活動をサポートしてきました。経営コストだけ
でなく、働き方の変化によって社員のメンタルヘルスに関する悩みを抱える企業が多い
ことを受け、子会社のスイッチを通じてラフール社と連携するなど新たな取り組みに注
力しています。


